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令和４年１2 月 1 日 
仙台市議会 自由民主党 

市政推進のための基本的な政策 

Ⅰ 市政に対する基本認識                 

長引くコロナ禍に加え、ロシアによるウクライナ侵攻に伴う資源、電気、食料品等の価格高

騰が本市と市民の経済を圧迫し、特に生活困窮者の暮らしを直撃するとともに、中小・小規

模事業者を中心とした事業活動にも深刻な影響を及ぼしている。 

加えて、中国や北朝鮮による、我が国に対する挑発的行為が活発化するなど、本市を取り

巻く環境は年々厳しさを増している。 

一方で、AIに代表されるデジタル技術の革新は日進月歩であり、大きな変革期の時代を

迎えている。このような時代において、本市は今一度、市民の暮らしと安全を守り、住民の福

祉向上と幸福度を最大化するという原点に立ち返るとともに、コロナ後を見据えた都市間競

争に打ち勝つべく、時代変革の波に果敢に挑み、また、「課題先進地」と言われる東北で唯一

の政令指定都市として先進的なモデルを打ち出すなど、東北全体をけん引するため常に新

たな挑戦をしていく役割がある。 

 我々、自由民主党は本市が取り組むべき重点課題として次の９点を要望する。 

1. G7仙台科学技術大臣会合、全国都市緑化仙台フェアの着実な実施と 

波及効果の最大化 

2. 電気・ガス・食料品等の価格高騰対策の徹底 

3. Jアラート発令時の適切な住民避難等、市民の保護体制の周知徹底 

4. 新型コロナウイルス感染症の再拡大の防止に向けた対策の徹底 

5. コロナ後の都市間競争を見据えた経済戦略と局間連携を強化した観光戦
略 

6. 全世代にわたる社会保障の充実 

7. 教育環境の充実と次世代育成施策の推進 
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8. DX推進と未来に誇れるイノベーション・脱炭素の都市づくり 

9. 防災・減災施策の充実、災害に強い安全安心な都市づくり 

これら９つの重点課題に対し、以下に掲げる市政推進上の基本的な政策を展開する。 

我が自由民主党は、取組むべき喫緊の課題と根強く残る地域課題を全市並びに各区に区

分して要望させていただきますので、特段配慮のもと実現へご尽力いただきますことを求める

ものである。 

 

 

Ⅱ 市政推進上の基本的な政策              

 １ G7 仙台科学技術大臣会合、全国都市緑化仙台フェアの着実な実施

と波及効果の最大化  

〇 東日本大震災から力強く復興した本市の姿、世界から届けられた善意への感謝と変

わらぬ絆を伝えるとともに、防災環境都市、学都に加え現在進められているスーパー

シティ構想など、産官学金民の連携による新たな革新技術の開発や実証実験を経

て、将来を見据えたまちづくりを行うなど、地域資源を活かす本市の魅力を世界にア

ピールし、「仙台」のブランド力の向上を狙う。 

＜主な取り組み＞ 

1. 最大級の警護警備体制へ宮城県警等関係団体との連携強化 

2. 経済波及効果を最大限活かす取組み 

3. 次世代放射光施設「ナノテラス」を中心に、世界トップレベルの学術資源の PR を

通じた仙台のブランディング強化 

4. 仙台を基軸とした東北各都市との連携強化と魅力発信 

5. ８年後の G７首脳会合の誘致に向けた構想の策定 
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２ 電気・ガス・食料品等の価格高騰対策の徹底  

〇 エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に対し、実情

に合わせたきめ細かな支援が必要である。 

＜主な取り組み＞ 

1. 特に家計への影響が大きい子育て世帯、低所得家庭（住民税非課税世帯等）へ

の給付金の検討 

2. 省エネ家電等への買い替え促進 

3. 農林水産業、中小・小規模事業者、地域公共交通や地域観光業等に対する支援 

4. 医療・介護・保育施設、公衆浴場等に対する支援 

 

３ J アラート発令時の適切な住民避難等、市民の保護体制の周知徹底  

〇 幾度にわたる北朝鮮による弾道ミサイル発射に伴い、東北の上空を通過し太平洋上

に落下するなど J アラートが発令される等、国民の命と安全が脅かされる事態が起き

ていることから、万が一に備えた市民へ避難方法や安全確保の周知徹底が必要であ

る。 

＜主な取り組み＞ 

1. 仙台市国民保護計画のブラッシュアップと周知徹底 

2. J アラート発令時の避難訓練と周知徹底 

3. 避難施設の適格性、安全性の再確認、再検討 
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４ 新型コロナウイルス感染症の再拡大の防止に向けた対策の徹底 

〇 更なる感染症拡大を防ぐためのワクチン接種体制を構築し、より効率よく接種できる

よう体制の強化並びに医療提供体制の確保に務めることが肝要である。 

〇 変異株への監視の強化とゲノム解析の実施を継続して行い、感染拡大防止に努める

こと。 

＜主な取り組み＞ 

1．医療提供体制の確保 

2．ワクチンの接種体制の強化とワクチン優先接種対象の医療従事者の範囲拡大 

3．これまでの取組への経験と知見を踏まえ、より効果的な接種体制の構築 

4．幼稚園・保育所等、小中学校、高等学校、特別支援学校、児童福祉施設への感

染症対策を維持・確保するとともに、いじめ等への警戒強化 

5． 継続的に安定した財政運営と財政基盤の確立強化 

 

 

５ コロナ後の都市間競争を見据えた経済戦略と、局間連携を強化した

観光戦略 

〇 新型コロナウイルス感染症で疲弊した地元中小・小規模事業者の経営力を強化し、

多様な人材が活躍できる環境の構築、また、新たなビジネス展開を支える体制の確

保に努める事が肝要である。また、地域活性化に向けて、地域経済を支える農林水

産業や観光業のコロナ禍からの支援をするのみならず、アフターコロナを見据えた、

中長期的な成長を推進する投資的支援や起業支援等、戦略的な取組みが重要であ

る。 

＜主な取り組み＞ 
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1. AI や ICT、大学の研究成果を活用した「スタートアップ」創出戦略を着実に実施

し、仙台発のイノベーション事業の実現 

2. 大型資本を有する大企業の本社機能移転や IT系外資系企業誘致の促進 

3. 中小・小規模事業者並びに地域商店街の新たなチャレンジ支援 

4. ドローンなどを活用したスマート農業の推進、宮城県産木材の活用等による農林

水産業の輸出力強化・成長力強化、米の需要安定等に向けた支援や食米の促

進 

5. 中小企業の事業再構築、生産性向上 

6. 旅行支援事業やイベント支援などコロナ禍の影響を強く受けた観光と      

文化芸術の立て直しを図る支援の充実 

7. MaaS 等観光 DX を推進し、ローカルプラットフォームを確立する等、交流人口

拡大と地域活性化 

8. 世界防災会議等の国際会議の誘致等、MICE による観光戦略の充実と       

環境整備 

9. 青葉山エリア、定禅寺通りエリア、東部沿岸エリアなど、各地区の歴史、文化、震

災の記憶等を活かした観光・交流の場づくりと、交流人口の拡大及びインアウト

バウンドの促進と拡充 

10. 東北の豊かな資源を活用した広域周遊による域内観光の活性化と、東北一体と

なった情報発信による国内外からの誘客促進 

11. 適切な時期を見据えたガス事業の着実な民営化 

  

６ 全世代にわたる社会保障の充実  

〇 少子化の克服、子どもを産み育てやすい社会の実現のため、子どもの視点に立った

政策を総合的に推進することが求められる。 

〇 元気で意欲ある高齢者が生涯現役で活躍できる環境づくりと、介護予防、予防医療を

充実することで生産年齢人口拡大を推進する。 
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〇 女性活躍推進法に基づく女性の社会進出を後押し、支援する。 

＜主な取り組み＞ 

1. 保育所、幼稚園、放課後児童クラブ等における DX 化の推進 

2. 虐待防止のための情報共有システムの構築 

3. 高齢者が安心して暮らせる環境の整備 

4. 女性が働きやすい環境づくりと、活躍機会を増進するための施策推進 

  

７ 教育環境の充実と次世代育成施策の推進  

〇 新型コロナウイルス感染症によって子どもたちの学びの環境が大きく変化する中 、デ

ジタルを活用した教育の実践とともに、主体的で対話的な深い学びが実現すること

で、自ら考え可能性に挑戦する力を育むことの重要性がより一層増している。 

〇 良好な教育環境の創出とともに、いじめの早期発見や不登校における支援体制の確

立、特別支援教育 公立の夜間中学校地の充実、域を核としたコミュニティ スクール

の推進、教員の多忙化解消などにも対応するとともに、次世代を育成するための各

種施策の取組み重要である。 

 ＜主な取り組み＞  

1. GIGA スクール構想の着実な推進、学習者用デジタル教科書の普及促進 、戦

略的な学校 DX の加速 

2. 教員不足の解消におけるペーパーティーチャー等の活用と教員の負担軽減のた

めの学習指導員、SC や SSC の配置拡充  

3. 不登校・ひきこもりの相談窓口の拡充と居場所支援、フリースクールとの連携、

全中学校へステーション設置を促進、私立の不登校特例校への支援拡充  

4. 公立夜間中学校への継続的な支援、宮城県や民間の自主夜間中学との更なる

連携 

5. いじめの未然防止、早期発見、初動対応の一体的な推進 
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6. 特別支援教育における学習環境や支援体制の整備 

7. コミュニティ・スクールの更なる推進 

8. 地域の実情に応じた中学校における部活動の地域移行と指導員の確保  

9. 老朽化した学校施設の改修、建て替えの促進とともにトイレ等の設備や備品の

適切な更新 

 

８ DX 推進と未来に誇れるイノベーション・脱炭素の都市づくり  

〇 未来に誇れる都市づくりのために、世界に発信できる東北初のイノベーションを生み、

また脱炭素社会の実現を推進し、持続可能な都市モデルの構築を目指す。 

〇 ＤＸを推進することで、本市の経済活動と生活環境を活性化し、世界とつながるまちづ

くりを推進する。 

＜主な取り組み＞ 

1. 科学技術、イノベーションへの投資の一環として、「次世代放射光」施設の関連

産業振興と企業立地の促進と、研究開発拠点や関連企業の立地・集積の促進 

2. スーパーシティ構想の実現 

3. 豊かな自然、歴史、文化、祭り、スポーツイベントなどを活用し、世界中から人を

呼び込むイベントの開催や施策の展開 

4. 分散型エネルギーシステムの構築、適切なルールに基づく再生可能エネルギー

の普及。また公共施設の断熱化などの低炭素技術を積極的に導入 

5. マイナンバーカードの普及促進 

6. 自治体情報システムの標準化・共通化に向けた環境整備 

7. ＲＰＡの活用を強化した行政手続き、市民サービス、地域・経済活動等のデジタ

ル化を推進 
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９ 防災・減災施策の充実、災害に強い安全安心な都市づくり  

 〇 気候変動の影響により激甚化・頻発化する風水害や、切迫する大規模地震・津波被

害から市民の生命・財産・暮らしを守るため、防災・減災、国土強靭化の取組を強化

していくことは喫緊の課題である。また、高度経済成長期以降に集中的に整備され

た本市のインフラは、市民の安全・安心な社会経済活動の基盤でもあり、将来にわ

たってその役割を果たすべく、引き続き老朽化対策を講じる必要があると考える。  

＜主な取り組み＞ 

1. 防災環境都市づくりの推進強化 

2. 消防防災力強化に必要な資機材整備・デジタル化の推進 

3. 個別避難計画の作成など災害対応のデジタル化の推進 

4. 無電柱化を含む道路インフラの局所対策 

5. 情報通信、エネルギー、上下水道等のライフラインの耐災害性の強化 

6. 仙台市津波避難広報ドローンのさらなる活用 

 


